
る）

都道府県労
働局総合労
働相談コーナ
ー

行政
型（個
別労
働関
係紛
争の
解決
の促
進に
関す
る法
律）

厚生
労働
省

平成
13年

個別労働関
係紛争をはじ
め、労働問題
に関するあら
ゆる相談

相談 相談員 121,330件（こ
のうち、個別
労働紛争に
係る相談件
数は20,470
件）(平成13
年10月～12
月)

Ｎ．Ａ． ＨＰ、パンフレ
ット等による
制度紹介。運
用状況を定
期的に公開
予定

政府予算 無料

都道府県労
働局長による
助言・指導

行政
型（個
別労
働関
係紛
争の
解決
の促
進に
関す
る法
律）

厚生
労働
省

平成
13年

個別労働関
係紛争（男女
雇用機会均
等法第１２条
に規定する
紛争等を除
く。）

助言・指導 都道府県労
働局長

411件(平成
13年10月～
12月)

Ｎ．Ａ． ＨＰ、パンフレ
ット等による
制度紹介。運
用状況を定
期的に公開
予定

政府予算 無料

紛争調整委
員会によるあ
っせん

行政
型（個
別労
働関
係紛
争の
解決
の促
進に
関す
る法

厚生
労働
省

平成
13年

個別労働関
係紛争（男女
雇用機会均
等法第１２条
に規定する
紛争等を除
く。）

あっせん 紛争調整委
員会（委員
は、都道府県
労働局ごとに
３～１２名。学
識経験者のう
ちから厚生労
働大臣が任
命。）

308件(平成
13年10月～
12月) 

Ｎ．Ａ． ＨＰ、パンフレ
ット等による
制度紹介。運
用状況を定
期的に公開
予定

政府予算 無料
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律）

都道府県労
働局長による
助言・指導・
勧告

行政
型（男
女雇
用機
会均
等法）

厚生
労働
省

昭和
61年

男女雇用機
会均等法第5
条から8条に
関する措置
についての
事業主と女
性労働者の
間の紛争

助言、指導、
勧告

都道府県労
働局長（昭和
61年当時は
都道府県婦
人少年室長、
9年10月から
都道府県女
性少年室長、
12年4月から
都道府県労
働局長）

98件 Ｎ．Ａ． リーフレットに
よる制度紹
介、受理件数
等の年度ごと
の公表

政府予算 無料

紛争調整委
員会による調
停

行政
型（男
女雇
用機
会均
等法）

厚生
労働
省

昭和
61年

男女雇用機
会均等法第6
条から8条に
関する措置
についての
事業主と女
性労働者の
間の紛争

調停 紛争調整委
員会の委員
のうちから会
長があらかじ
め氏名する３
人の調停委
員

3件 Ｎ．Ａ． 受理件数等
を年度ごとに
公表

政府予算 無料

労働委員会
（中央労働委
員会）

行政
型

厚生
労働
省

昭和
21年

不当労働行
為、労働争議
等労使間の
集団的紛争
（集団的労使
紛争）

不当労働行
為：命令 
労働争議：斡
旋、調停、仲
裁

不当労働行
為：公益委員
労働争議：斡
旋は斡旋員、
調停は調停
委員会（公労
使三者構成。
労使代表は
同数）、仲裁
は仲裁委員
会（公益委員
又は特別調
整委員の中
から労働委
員会会長が3
名を指名）

不当労働行
為：再審新規
申立64件労
働争議：新規
37件

不当労働行
為：再審1,675
日 
労働争議：斡
旋71.4日、調
停12.5日、仲
裁29.0日

ＨＰ、年報に
より事件数等
を公表

政府予算（中
央）

無料
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